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報告第 １５号

専決処分の報告について

公用自動車の交通事故に係る損害賠償の額を決定することについて、地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により次のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定により報告する。

令和７年９月３日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫

専 決 処 分 書

損害賠償の額の決定について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０

条第１項の規定により次のとおり専決処分する。

１ 事 故 名 公用自動車による街路灯損傷事故

２ 事故発生年月日 令和６年９月２５日

３ 事 故 発 生 場 所 川口市中青木５丁目３番１０号先路上

４ 損害賠償の相手方 川口市所在

Ａ商店会

５ 損 害 賠 償 の 額 １０４，５００円

令和７年７月１０日

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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報告第 １６号

専決処分の報告について

公用自動車の交通事故に係る損害賠償の額を決定することについて、地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により次のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定により報告する。

令和７年９月３日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫

専 決 処 分 書

損害賠償の額の決定について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０

条第１項の規定により次のとおり専決処分する。

１ 事 故 名 公用自動車による車両損傷事故

２ 事故発生年月日 令和７年２月１３日

３ 事 故 発 生 場 所 川口市西川口５丁目１１番２号 駐車場内

４ 損害賠償の相手方 川口市在住

男 性 ４５歳

５ 損 害 賠 償 の 額 ３４０，９７６円

令和７年７月１０日

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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報告第 １７号

専決処分の報告について

公用自動車の交通事故に係る損害賠償の額を決定することについて、地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により次のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定により報告する。

令和７年９月３日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫

専 決 処 分 書

損害賠償の額の決定について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０

条第１項の規定により次のとおり専決処分する。

１ 事 故 名 公用自動車による倉庫損傷事故

２ 事故発生年月日 令和７年３月２７日

３ 事 故 発 生 場 所 川口市大字小谷場２３７番地地内

４ 損害賠償の相手方 川口市所在

Ｂ協会

５ 損 害 賠 償 の 額 １１５，５００円

令和７年７月１０日

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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報告第 １８号

専決処分の報告について

市立中学校の野球部練習中の打球による近隣宅のカーポート破損事故に係る損害

賠償の額を決定することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８

０条第１項の規定により次のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により報

告する。

令和７年９月３日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫

専 決 処 分 書

損害賠償の額の決定について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０

条第１項の規定により次のとおり専決処分する。

１ 事 故 名 市立中学校の野球部練習中の打球による近隣宅のカーポ

ート破損事故

２ 事故発生年月日 令和７年６月１７日

３ 事 故 発 生 場 所 川口市立青木中学校 近隣宅

４ 損害賠償の相手方 川口市在住

男 性

５ 損 害 賠 償 の 額 ８８，０００円

令和７年７月２８日

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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報告第 １９号

令和６年度川口市一般会計継続費精算報告書について

上記継続費精算報告書を、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４

５条第２項の規定により次のとおり報告する。

令和７年９月３日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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国県支出金 地 方 債 そ の 他

令和 円 円 円 円 円

４ 衛生費 ２ 清掃費 リサイクルプラザ空調 ５ 282,070,000 253,800,000 28,270,000

設備改修事業 年度

令和

６

年度

計 282,070,000 253,800,000 28,270,000

款 項 事 業 名 年 度

全　　　　　体　　　　　計　　　　　画

年　割　額

左　　の　　財　　源　　内　　訳

令 和 ６ 年 度 川 口 市 一 般

特　　定　　財　　源
一般財源
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国県支出金 地 方 債 そ の 他 国県支出金 地 方 債 そ の 他

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

100,460,000 90,400,000 10,060,000 181,610,000 163,400,000 18,210,000

153,794,000 138,400,000 15,394,000 △ 153,794,000 △ 138,400,000 △ 15,394,000

254,254,000 228,800,000 10,060,000 15,394,000 27,816,000 25,000,000 18,210,000 △ 15,394,000

左　　の　　財　　源　　内　　訳
年割額と支
出済額の差

比　　　　　　　　　　較

支出済額

会 計 継続費精算報告書
実　　　　　　　　　　績

特　　定　　財　　源

左　　の　　財　　源　　内　　訳

一般財源
特　　定　　財　　源

一般財源
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報告第 ２０号

令和６年度川口市水道事業会計継続費精算報告書について

上記継続費精算報告書を、地方公営企業法施行令（昭和２７年政令第４０３号）

第１８条の２第２項の規定により次のとおり報告する。

令和７年９月３日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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企 業 債
損 益 勘 定
留 保 資 金 等

令和 円 円 円

１　事業費 １　営業費 浄配水場更新工事実 ５ 20,000,000 20,000,000
　　用 施設計策定事業（鳩 年度

ヶ谷浄水場） 令和

６

年度

計 20,000,000 20,000,000

令和

１　資本的 １　建　設 浄配水場電気設備更 ４ 100,000,000 100,000,000
　　支　出 　　改良費 新事業（神根浄水場 年度

） 令和

５ 630,047,000 630,047,000

年度

令和

６ 462,165,000 462,165,000

年度

計 1,192,212,000 1,192,212,000

令和

浄配水場ポンプ盤等 ５ 121,000,000 121,000,000
更新事業（横曽根浄 年度

水場） 令和

６ 181,500,000 181,500,000

年度

計 302,500,000 302,500,000

令 和 ６ 年 度 川 口 市 水 道 事

款 項 事 業 名 年 度

全 体 計 画

年 割 額

左 の 財 源 内 訳
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企 業 債
損 益 勘 定
留 保 資 金 等

企 業 債
損 益 勘 定
留 保 資 金 等

円 円 円 円 円 円

20,000,000 20,000,000

20,000,000 20,000,000

100,000,000 100,000,000

630,047,000 630,047,000

786,203,000 786,203,000 △ 324,038,000 △ 324,038,000

786,203,000 786,203,000 406,009,000 406,009,000

109,780,000 109,780,000 11,220,000 11,220,000

164,670,000 164,670,000 16,830,000 16,830,000

274,450,000 274,450,000 28,050,000 28,050,000

業 会 計 継 続 費 精 算 報 告 書
実 績 比 較

支払義務発生額

左 の 財 源 内 訳
年割額と支払義務
発 生 額 の 差

左 の 財 源 内 訳
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報告第 ２１号

令和６年度川口市が出資した法人の経営状況について

川口市が出資した下記法人の経営状況に関する書類を、地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第２４３条の３第２項の規定により別添のとおり提出する。

記

１ 一般財団法人 川口中小企業共済協会

２ 川口市土地開発公社

３ 公益財団法人 川口産業振興公社

４ 公益財団法人 川口市公園緑地公社

５ 川口都市開発株式会社

６ 公益財団法人 川口市勤労福祉サービスセンター

７ 公益財団法人 川口市スポーツ協会

８ 公益財団法人 川口総合文化センター

９ 公益財団法人 川口緑化センター

令和７年９月３日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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報告第 ２２号

令和６年度決算に基づく川口市健全化判断比率について

上記健全化判断比率を、地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年

法律第９４号）第３条第１項の規定により次のとおり報告する。

令和７年９月３日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫

（単位：％）

実 質 赤 字 比 率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将 来 負 担 比 率

健全化判断比率 ２．１ ２１．３

早期健全化基準 １１．２５ １６．２５ ２５．０ ３５０．０

財政再生基準 ２０．００ ３０．００ ３５．０
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報告第 ２３号

令和６年度決算に基づく川口市資金不足比率について

上記資金不足比率を、地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法

律第９４号）第２２条第１項の規定により次のとおり報告する。

令和７年９月３日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫

（単位：％）

水 道 事 業 会 計 下水道事業会計 病 院 事 業 会 計

資金不足比率

経営健全化基準 ２０．０ ２０．０ ２０．０
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報告第 ２４号

権利の放棄の報告について

川口市債権管理条例（令和元年条例第３８号）第１４条各号の規定により権利の

放棄を執行したので、同条例第１５条の規定により次のとおり報告する。

記

１ 放棄した債権の名称、件数及び額

３６件 ６，９９７，３６６円

（１）福 祉 資 金 貸 付 金 １件 １００，０００円

（２）緊急生活支援特別資金貸付金 ４件 ４３５，０００円

（３）高額療養費及び出産費資金貸付金 １件 １，１３０，０００円

（４）生 活 保 護 費 返 還 金 ４件 ６１０，０７３円

（５）生 活 資 金 貸 付 金 ４件 ４５，０００円

（６）保 育 所 給 食 費 ２件 ４７，５００円

（７）一 般 被 保 険 者 返 納 金 ５件 １９１，２５８円

（８）不 当 利 得 返 還 金 １件 ３８，７３０円

（９）住 宅 使 用 料 ３件 ５９３，８４８円

（10）奨 学 資 金 貸 付 金 回 収 金 ５件 ３，６０９，０００円

（11）放課後児童クラブ利用料 １件 １０，０００円

（12）学 校 給 食 費 ５件 １８６，９５７円

２ 放棄の事由

破産法第２５３条第１項に基づく免責許可決定がなされたこと若しくは債務者

が無資力、死亡若しくは所在が不明であることから回収が不可能又は債権金額が

少額で取立てに要する費用に満たないと認められることから回収が不適当である

ため、債権を放棄したもの。

３ 放棄の時期

令和７年３月３１日

令和７年９月３日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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報告第 ２５号

権利の放棄の報告について

川口市債権管理条例（令和元年条例第３８号）第１４条各号の規定により権利の

放棄を執行したので、同条例第１５条の規定により次のとおり報告する。

記

１ 放棄した債権の名称、件数及び額

水道料金 １，４７５件 ２３，６９３，７０７円

２ 放棄の事由

法人が事業を休止し将来その事業を再開する見込みが全くないこと、破産法第

２５３条第１項に基づく免責許可決定がなされたこと若しくは債務者が無資力、

死亡若しくは所在が不明であることから回収が不可能又は債権金額が少額で取立

てに要する費用に満たないと認められることから回収が不適当であるため、債権

を放棄したもの。

３ 放棄の時期

令和７年３月３１日

令和７年９月３日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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報告第 ２６号

権利の放棄の報告について

川口市債権管理条例（令和元年条例第３８号）第１４条各号の規定により権利の

放棄を執行したので、同条例第１５条の規定により次のとおり報告する。

記

１ 放棄した債権の名称、件数及び額

診療費 ２８５件 ７４，１８３，２２５円

２ 放棄の事由

破産法第２５３条第１項に基づく免責許可決定がなされたこと若しくは債務者

が無資力、死亡若しくは所在が不明であることから回収が不可能又は債権金額が

少額で取立てに要する費用に満たないと認められることから回収が不適当である

ため、債権を放棄したもの。

３ 放棄の時期

令和７年３月３１日

令和７年９月３日提出

川口市長 奥 ノ 木 信 夫
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